












 

   

議案第57号資料 

朝来市定住促進住宅条例新旧対照表  

現     行 改  正  案 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1)、（2）（略） 

(3) 共同施設 駐車場、集会所、通路、緑

地、遊具その他定住促進住宅の入居者の

共同の福祉のために必要な施設をいう。 

(4)（略） 

 

 

 

（入居の資格） 

第４条 定住促進住宅に入居することができ

る者は、次に掲げる要件の全てを満たすも

のとする。 

 (1) 市町村税を滞納していないこと。 

 (2) 同居する者があるときは、その者が親

族又は婚姻の届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者その他婚姻予

約者（以下これらの者を「同居者」とい

う。）であること。 

 (3) 入居しようとする者及び同居者の収入

の合計が、規則で定める基準に該当する

こと。 

 (4) 市が指定する家賃債務保証契約（以下

「保証契約」という。）の締結ができるこ

と。 

 (5) 入居しようとする者又は同居者が、朝

来市暴力団排除条例（平成25年朝来市条

例第36号）第２条に規定する暴力団員又

は暴力団密接関係者（以下「暴力団員又

は暴力団密接関係者」という。）でないこ

と。 

 

 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1)、（2）（略） 

(3) 共同施設 駐車場、集会所、通路、緑

地、遊具その他定住促進住宅に入居する

者の共同の福祉のために必要な施設をい

う。 

(4)（略） 

(5)  事業者 市内に事務所又は事業所を

有する個人、法人をいう。 

（入居又は使用の資格） 

第４条 定住促進住宅に入居することができ

る者及び定住促進住宅を社宅として使用す

ることができる事業者は、それぞれ次に掲

げる要件の全てを満たすものとする。 

 (1) 定住促進住宅に入居することができる

者 次に掲げる要件 

  ア 市町村税を滞納していないこと。 

  イ 同居する者があるときは、その者が

親族又は婚姻の届出をしないが事実上

婚姻関係と同様の事情にある者その他

婚姻予約者（以下これらの者を「同居

者」という。）であること。 

  ウ 入居しようとする者及び同居者の収

入の合計が、規則で定める基準に該当

すること。 

  エ 市が指定する家賃債務保証契約（以

下「保証契約」という。）の締結ができ

ること。 

  オ 入居しようとする者又は同居者が、

朝来市暴力団排除条例（平成25年朝来

市条例第36号）第２条に規定する暴力

団員又は暴力団密接関係者（以下「暴

力団員又は暴力団密接関係者」とい



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項第４号の規定にかかわらず、移住者

のうち、市長が別に指定する住戸（以下「指

定住戸」という。）に入居しようとする者で、

保証契約を締結できないものは、連帯保証

人２人を立てなければならない。 

（入居者の募集） 

第５条 市長は、定住促進住宅に入居する者

を次に掲げる方法のうち２以上の方法によ

って公募するものとする。 

 

 (1)～(4)(略) 

２ 前項の規定による公募は、定住促進住宅

の供給場所、戸数、規格、家賃、入居者資

格、申込方法、選考方法、入居時期その他

必要な事項を示して行うものとする。 

 

う。）でないこと。 

(2) 定住促進住宅を社宅として使用するこ

とができる事業者 次に掲げる要件 

ア 市外に住所を有する従業員（雇用関

係を有する者に限る。）及びその者の同

居者（以下「従業員等」という。）の居

住の用に供する住宅として使用するこ

と。ただし、規則に定める場合に該当

するときは、この限りでない。   

  イ 定住促進住宅に入居させる従業員等

が当該定住促進住宅の住戸に住所を異

動することが確約できること。 

  ウ 市町村税を滞納していないこと。 

  エ 次に掲げる事業者の区分に応じ、そ

れぞれに定める者を連帯保証人に立て

ることができること。 

(ｱ) 事業者が個人の場合 当該社宅に

入居させる従業員 

(ｲ) 事業者が法人の場合 代表者、代

表者に準ずる者又は当該社宅に入居

させる従業員 

  オ 暴力団員又は暴力団密接関係者でな

いこと。 

２ 前項第１号エの規定にかかわらず、移住

者のうち、市長が別に指定する住戸（以下

「指定住戸」という。）に入居しようとする

者で、保証契約を締結できないものは、連

帯保証人２人を立てなければならない。 

（入居又は使用の募集） 

第５条 市長は、定住促進住宅に入居する者

又は当該定住促進住宅を社宅として使用す

る事業者を次に掲げる方法のうち２以上の

方法によって公募するものとする。 

 (1)～(4)(略) 

２ 前項の規定による公募は、定住促進住宅

の供給場所、戸数、規格、家賃、入居又は

使用（以下「入居等」という。）ができる者

の資格、申込方法、選考方法、入居等の時

期その他必要な事項を示して行うものとす



 

   

 

３(略) 

 （入居の申込み） 

第６条 第４条に規定する入居資格を有する

者が定住促進住宅に入居しようとするとき

は、規則で定めるところにより入居の申込

みをしなければならない。 

 

 

 （入居者の決定） 

第７条 市長は、前条の入居の申込みをした

者の数が入居させるべき定住促進住宅の戸

数を超えない場合は、当該入居の申込みを

した者を入居者として決定し、その旨を本

人に通知するものとする。 

 

２ 市長は、前条の入居の申込みをした者の

数が入居させるべき定住促進住宅の戸数を

超える場合は、抽選により入居者を決定す

るものとする。 

３、４（略） 

 （入居の手続及び許可） 

第８条 入居決定者は、入居の決定の通知を

受けた日から10日以内に次に掲げる手続を

完了しなければならない。 

 

 

 

 (1) 第４条第１項第４号に規定する保証契

約の締結（同条第２項に該当する者にあ

っては連帯保証人を立てること。） 

  

(2)(略) 

２ 市長は、入居決定者が前項の手続を完了

させたときは、定住促進住宅への入居を許

可し、入居を開始することができる日（以

下「入居可能日」という。）を通知するもの

とする。 

 

る。 

３(略) 

 （入居等の申込み） 

第６条 第４条に規定する入居等の資格を有

する者が定住促進住宅に入居等をしようと

するときは、規則で定めるところにより入

居等の申込みをしなければならない。 

２ 社宅として使用させることができる住戸

は、４階及び５階の住戸とする。 

 （入居者又は住宅使用者の決定） 

第７条 市長は、前条の入居等の申込みをし

た者の数が入居等をさせるべき定住促進住

宅の戸数を超えない場合は、当該入居等の

申込みをした者を入居者又は住宅使用者と

して決定し、その旨を本人に通知するもの

とする。 

２ 市長は、前条の入居等の申込みをした者

の数が入居等をさせるべき定住促進住宅の

戸数を超える場合は、抽選により入居者又

は住宅使用者を決定するものとする。 

３、４（略） 

 （入居等の手続及び許可） 

第８条 入居決定者又は前条第１項若しくは

第２項の規定により住宅使用者として決定

された者（以下この条及び次条において「住

宅使用決定者」という。）は、入居等の決定

の通知を受けた日から10日以内に次に掲げ

る手続を完了しなければならない。 

 (1) 第４条第１項第１号エに規定する保証

契約の締結（同項第２号又は同条第２項

に該当する者にあっては連帯保証人を立

てること。） 

 (2)(略) 

２ 市長は、入居決定者又は住宅使用決定者

が前項の手続を完了させたときは、定住促

進住宅への入居等を許可し、入居等を開始

することができる日（以下「入居等可能日」

という。）を通知するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、入居決定者



 

   

 

 

 

３ 前項の通知を受けた者は、規則で定める

期限までに入居しなければならない。ただ

し、市長の承認を受けたときは、この限り

でない。 

４(略) 

 （入居許可の取消し） 

第９条 市長は、入居決定者が次のいずれか

に該当するときは、入居の許可を取り消す

ことができる。 

 (1) 入居の申込み又は手続に虚偽があるこ

とが判明したとき。 

 (2) 前条第１項各号の手続を期限内に完了

しないとき。 

 (3) 正当な理由なく前条第３項に規定する

期間内に入居しないとき。 

 (4) 入居する日までに第４条第１項各号に

掲げる定住促進住宅に入居するための要

件を満たさなくなったとき。 

 

 

 

 

 

 

 

 （同居等の承認） 

第10条 入居者は、定住促進住宅への入居の

際に同居を認められた同居者以外の者（出

生により親族となる者を除く。）を同居させ

ようとするときは、市長の承認を受けなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

又は住宅使用決定者が指定された期間内に

手続を完了しないときは、市長は入居等の

決定を取り消すことができる。 

４ 入居決定者で第２項の通知を受けた者

は、規則で定める期限までに入居しなけれ

ばならない。ただし、市長の承認を受けた

ときは、この限りでない。 

５(略) 

 （入居等の許可の取消し） 

第９条 市長は、入居決定者及び住宅使用決

定者について、それぞれ次の各号に掲げる

事由のいずれかに該当するときは、入居等

の許可を取り消すことができる。 

 (1) 入居決定者 次に掲げる事由 

  ア 入居の申込み又は手続に虚偽がある

ことが判明したとき。 

  イ 正当な理由なく前条第４項に規定す

る期限内に入居しないとき。 

  ウ 入居する日までに第４条第１項第１

号に掲げる定住促進住宅に入居するた

めの要件を満たさなくなったとき。 

 (2) 住宅使用決定者 次に掲げる事由 

  ア 使用の申込み又は手続に虚偽がある

ことが判明したとき。 

  イ 使用を開始する日までに第４条第１

項第２号に掲げる定住促進住宅を使用

するための要件を満たさなくなったと

き。 

 （同居等の承認） 

第10条 入居決定者で期限内に入居したもの

（以下「一般入居者」という。）又は住宅使

用者は、定住促進住宅への入居の際に同居

を認められた同居者以外の者（出生により

親族となる者を除く。）を同居させようとす

るとき、又は使用を許可された住戸に従業

員等を入居させ、若しくは当該入居させた

従業員等に異動が生じるときは、市長の承

認を受けなければならない。この場合にお

いて、住宅使用者の使用する住戸に入居す



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 市長は、前項の規定により入居者が同居

させようとする者が暴力団員又は暴力団密

接関係者であることが判明したときは、同

項の承認をしてはならない。 

 

３ 入居者は、同居者に異動が生じたときは、

市長に届け出なければならない。 

 

 

４ 入居者は、連帯保証人を変更しなければ

ならない事由が生じた場合は、その事由が

生じた日から30日以内にその旨を市長に届

け出て、新たな連帯保証人について承認を

受けなければならない。 

（入居の承継） 

第11条 定住促進住宅の入居者が死亡し、又

は退去した場合において、その死亡時又は

退去時における同居者が引き続き当該定住

促進住宅に居住を希望するときは、その事

由が生じた日から30日以内にその旨を届け

出て、市長の承認を受けなければならない。

 

２ 市長は、前項の承認を受けようとする同

居者が次のいずれかに該当する場合におい

ては、同項の承認をしない。 

(1) 第４条第１項に掲げる入居の資格を有

していないとき（同条第１項第１号から

第３号まで及び第５号に掲げる要件を満

たす者で同項第４号に規定する保証契約

を締結できず、連帯保証人２人を立てる

ことができるものであるときを除く。）。 

る従業員等（以下「社宅入居者」という。）

の承認に当たっては、第４条第１項第１号

アからウまで及びオの規定を準用する。 

２ 住宅使用者は、前項に規定する従業員等

の入居に係る承認を受けようとするとき

は、当該事由が生じる日の14日前までに市

長に届け出て、その承認を受けなければな

らない。 

３ 市長は、第１項の規定により一般入居者

が同居させようとする者又は社宅入居者が

暴力団員又は暴力団密接関係者であること

が判明したときは、同項の承認をしてはな

らない。 

４ 一般入居者又は住宅使用者（以下「一般

入居者等」という。）は、同居者若しくは社

宅入居者に異動が生じたときは、速やかに

市長に届け出なければならない。 

５ 一般入居者等は、連帯保証人を変更しな

ければならない事由が生じた場合は、その

事由が生じた日から30日以内にその旨を市

長に届け出て、新たな連帯保証人について

承認を受けなければならない。 

（入居の承継） 

第11条 定住促進住宅の一般入居者が死亡

し、又は退去した場合において、その死亡

時又は退去時における同居者が引き続き当

該定住促進住宅に居住を希望するときは、

その事由が生じた日から30日以内にその旨

を届け出て、市長の承認を受けなければな

らない。 

２ 市長は、前項の承認を受けようとする同

居者が次のいずれかに該当する場合におい

ては、同項の承認をしない。 

(1) 第４条第１項第１号に掲げる入居の資

格を有していないとき（同号アからウま

で及びオに掲げる要件を満たす者で同号

エに規定する保証契約を締結できず、連

帯保証人２人を立てることができるもの

であるときを除く。）。 



 

   

(2) 入居者と同居していた期間が１年に満

たない者（入居者の入居時から引き続き

同居している者を除く。）であるとき。 

  

（賃貸借契約） 

第12条 定住促進住宅における賃貸借契約

は、借地借家法（平成３年法律第90号）第

38条に規定する定期建物賃貸借契約とす

る。 

２ 定期建物賃貸借契約の期間は10年以内

（指定住戸にあっては３年以内）とし、期

間の更新は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （家賃の納付） 

第14条 市長は、入居者から第８条第２項に

規定する入居可能日から定住促進住宅を明

け渡した日（第30条第１項の規定による明

渡しの請求を行ったときは、当該請求を行

った日）までの間、家賃を徴収する。 

 

２ 入居者は、毎月末日（月の中途で明け渡

したときは、当該明け渡した日）までに、

その月分の家賃を納付しなければならな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 一般入居者と同居していた期間が１年

に満たない者（一般入居者の入居時から

引き続き同居している者を除く。）である

とき。 

（賃貸借契約） 

第12条 定住促進住宅における賃貸借契約

は、借地借家法（平成３年法律第90号）第

38条に規定する定期建物賃貸借契約（以下

「定期契約」という。）とする。 

２ 定期契約の期間は、次の各号に掲げる者

の区分に応じ、当該各号に定めるとおりと

する。 

(1) 一般入居者 10年以内（指定住戸にあ

っては３年以内）とし、期間の更新は行

わない。 

(2) 住宅使用者 ５年以内 

３ 市長は、前項に規定する定期契約の期間

が満了する日の１年前から６箇月前までの

間に一般入居者等及び社宅入居者に対し、

期間の満了により賃貸借が終了する旨を通

知するものとする。 

 （家賃の納付） 

第14条 市長は、一般入居者等から第８条第

２項に規定する入居等可能日から定住促進

住宅を明け渡した日（第30条第１項の規定

による明渡しの請求を行ったときは、当該

請求を行った日）までの間、家賃を徴収す

る。 

２ 一般入居者は、毎月末日（月の中途で明

け渡したときは、当該明け渡した日）まで

に、その月分の家賃を納付しなければなら

ない。 

３ 住宅使用者は、次の表の左欄に掲げる定

住促進住宅の使用に係る定期契約の期間の

区分に応じ、同表の中欄に掲げる算式によ

って算定した額をそれぞれ同表の右欄に掲

げる期日までに一括して納付しなければな

らない。  

 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 入居者が新たに定住促進住宅に入居した

場合又は定住促進住宅を明け渡した場合に

おいて、その月分の使用期間が１箇月に満

たないときは、その月の家賃は日割計算に

よって算出し、その額に100円未満の端数が

あるときは、これを切り捨てる。 

４ 入居者が第29条に規定する検査を経ない

で定住促進住宅を立ち退いたときは、第１

項の規定にかかわらず、市長が明渡しの日

を認定し、その日までの家賃を徴収する。 

 

 

 

 

 （督促及び延滞金の徴収） 

第15条 市長は、入居者が家賃を前条第２項

に規定する期限までに納付しないときは、

期限を指定してこれを督促しなければなら

ない。 

２ 前項の規定により指定された期限（以下

「指定納期限」という。）までにその納付す

べき金額を納付しない入居者は、当該納付

すべき金額に指定納期限の翌日から納付し

期間 家賃の額 期日 

定期契約の

初年度 

入居等可能日

の属する月から

当該年度の末日

が属する月まで

の月数を月額家

賃に乗じて得た

額 

入居等

可能日が

属する月

の末日 

定期契約の

次年度から最

終年度の前年

度までの期間 

各年度ごと

に、月額家賃に

12を乗じて得た

額 

当該年

度の４月

末日 

定期契約の

最終年度 

当該年度の初

日が属する月か

ら定期契約の満

了日が属する月

までの月数を月

額家賃に乗じて

得た額 

当該年

度の４月

末日 

４ 一般入居者が新たに定住促進住宅に入居

した場合又は定住促進住宅を明け渡した場

合において、その月分の使用期間が１箇月

に満たないときは、その月の家賃は日割計

算によって算出し、その額に100円未満の端

数があるときは、これを切り捨てる。 

５ 一般入居者が第29条に規定する検査を経

ないで定住促進住宅を立ち退いたときは、

第１項の規定にかかわらず、市長が明渡し

の日を認定し、その日までの家賃を徴収す

る。 

６ 住宅使用者が、定住促進住宅を明け渡し

た場合において、明け渡した年度に属する

家賃の返還は行わないものとする。 

 （督促及び延滞金の徴収） 

第15条 市長は、一般入居者等が家賃を前条

第２項又は第３項に規定する期限までに納

付しないときは、期限を指定してこれを督

促しなければならない。 

２ 前項の規定により指定された期限（以下

「指定納期限」という。）までにその納付す

べき金額を納付しない一般入居者等は、当

該納付すべき金額に指定納期限の翌日から



 

   

た日までの期間の日数に応じ、年14.6パー

セント（指定納期限の翌日から１箇月を経

過するまでの期間については、年7.3パーセ

ント）の割合を乗じて計算した金額に相当

する延滞金額を加算して納付しなければな

らない。 

３ 市長は、入居者が指定納期限までに家賃

を納付しなかったことについてやむを得な

い理由があると認めるときは、前項の延滞

金額を減額し、又は免除することができる。

  

（収入の申告） 

第16条 入居者は、毎年度、市長に対し、規

則で定めるところにより、収入を申告しな

ければならない。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第17条 市長は、入居者（指定住戸の入居者

を除く。）が次の各号のいずれかに該当する

者であるときは、当該各号に定める額（次

の各号の２以上の号に該当する者であると

きは、当該２以上の号に定める額の合計額）

を家賃月額から減額するものとする。 

  

(1)～(4)(略) 

２(略) 

３ 市長は、前２項に掲げるもののほか、入

居者又は同居者に次に掲げる事情がある場

合において必要があると認めるときは、家

賃を減額し、若しくは免除し、又はその徴

収を猶予することができる。 

 (1)～(3)(略) 

 （敷金） 

第18条 市長は、入居者の入居に際し、家賃

の２箇月分に相当する金額の範囲内におい

て敷金を徴収するものとする。 

２～４(略) 

 （修繕費用等の負担義務） 

第20条(略) 

２ 入居者の責めに帰すべき事由によって前

納付した日までの期間の日数に応じ、年

14.6パーセント（指定納期限の翌日から１

箇月を経過するまでの期間については、年

7.3パーセント）の割合を乗じて計算した金

額に相当する延滞金額を加算して納付しな

ければならない。 

３ 市長は、一般入居者等が指定納期限まで

に家賃を納付しなかったことについてやむ

を得ない理由があると認めるときは、前項

の延滞金額を減額し、又は免除することが

できる。 

 （収入の申告） 

第16条 一般入居者は、毎年度、市長に対し、

規則で定めるところにより、収入を申告し

なければならない。 

（家賃の減免又は徴収猶予） 

第17条 市長は、一般入居者（指定住戸の一

般入居者を除く。）が次の各号のいずれかに

該当する者であるときは、当該各号に定め

る額（次の各号の２以上の号に該当する者

であるときは、当該２以上の号に定める額

の合計額）を家賃月額から減額するものと

する。 

 (1)～(4)(略) 

２(略) 

３ 市長は、前２項に掲げるもののほか、一

般入居者又は同居者に次に掲げる事情があ

る場合において必要があると認めるとき

は、家賃を減額し、若しくは免除し、又は

その徴収を猶予することができる。 

 (1)～(3)(略) 

 （敷金） 

第18条 市長は、一般入居者等の入居等に際

し、家賃の２箇月分に相当する金額の範囲

内において敷金を徴収するものとする。 

２～４(略) 

 （修繕費用等の負担義務） 

第20条(略) 

２ 一般入居者等の責めに帰すべき事由（住



 

   

項に掲げる修繕の必要が生じたときは、同

項の規定にかかわらず、入居者は、市長の

指示に従い、修繕し、又はその費用を負担

しなければならない。 

 

 

 

３ 次に掲げる費用は、入居者の負担とする。

  

(1)～(4)(略) 

 （共益費） 

第21条 市長は、前条第３項各号に掲げる費

用のうち、入居者の共通の利益を図るため

必要があると認める費用を入居者から共益

費として徴収するものとする。 

 

２(略) 

３ 市長は、特別の事情があると認めるとき

は、第１項の費用の減免又は徴収の猶予を

することができる。 

 （入居者の保管義務等） 

第22条 入居者は、定住促進住宅及び共同施

設の使用について必要な注意を払い、これ

を正常な状態において維持しなければなら

ない。 

２ 入居者の責めに帰すべき事由により、定

住促進住宅又は共同施設を滅失し、又は毀

損したときは、入居者が直ちに原状に回復

しなければならない。 

３ 入居者が前項の義務を履行しないとき

は、市長が原状に回復するものとする。こ

の場合において、入居者は、その経費を負

担しなければならない。 

 （禁止事項） 

第23条 入居者は、定住促進住宅周辺の環境

を乱し、又は他に迷惑を及ぼす行為をして

はならない。 

第24条 入居者は、定住促進住宅を他の者に

貸し、又はその入居の権利を他の者に譲渡

宅使用者にあっては、社宅入居者の責めに

帰すべき事由を含む。第22条第２項におい

て同じ。）によって前項に掲げる修繕の必要

が生じたときは、同項の規定にかかわらず、

一般入居者等は、市長の指示に従い、修繕

し、又はその費用を負担しなければならな

い。 

３ 次に掲げる費用は、一般入居者等の負担

とする。 

 (1)～(4)(略) 

 （共益費） 

第21条 市長は、前条第３項各号に掲げる費

用のうち、一般入居者等の共通の利益を図

るため必要があると認める費用を一般入居

者等から共益費として徴収するものとす

る。 

２(略) 

３ 市長は、一般入居者について特別の事情

があると認めるときは、第１項の費用の減

免又は徴収の猶予をすることができる。 

 （一般入居者等の保管義務等） 

第22条 一般入居者等は、定住促進住宅及び

共同施設の使用について必要な注意を払

い、これを正常な状態において維持しなけ

ればならない。 

２ 一般入居者等の責めに帰すべき事由によ

り、定住促進住宅又は共同施設を滅失し、

又は毀損したときは、一般入居者等が直ち

に原状に回復しなければならない。 

３ 一般入居者等が前項の義務を履行しない

ときは、市長が原状に回復するものとする。

この場合において、一般入居者等は、その

経費を負担しなければならない。 

 （禁止事項） 

第23条 一般入居者等は、定住促進住宅周辺

の環境を乱し、又は他に迷惑を及ぼす行為

をしてはならない。 

第24条 一般入居者は、定住促進住宅を他の

者に貸し、又はその入居の権利を他の者に



 

   

してはならない。 

 

 

第25条 入居者は、定住促進住宅を住宅以外

の用途に使用してはならない。 

第26条 入居者は、定住促進住宅の模様替え

又は増築をしてはならない。ただし、原状

回復又は撤去が容易である場合において、

市長の許可を受けたときは、この限りでな

い。 

２ 市長は、前項ただし書の許可を行うとき

は、入居者が当該定住促進住宅を明け渡す

際、自己の費用で原状回復又は撤去を行う

ことを条件とするものとする。 

３ 第１項ただし書の許可を受けずに定住促

進住宅の模様替え又は増築をした入居者

は、自己の費用で原状回復又は撤去を行わ

なければならない。 

 （長期不在の届出） 

第27条 入居者は、本人及び同居者の全員が

定住促進住宅を引き続き15日以上不在にす

るときは、あらかじめ市長にその旨を届け

出なければならない。 

 （収入状況の報告の請求等） 

第28条 市長は、第４条第１項第３号の規定

による収入要件の確認、第17条第３項の規

定による家賃の減免若しくは徴収の猶予、

第21条第３項の規定による共益費の減免若

しくは徴収の猶予、第34条第４項の規定に

よる駐車場の使用料の減免若しくは徴収の

猶予に関し、入居者の収入の状況について、

入居者若しくはその雇主、その取引先その

他関係人に報告を求め、又は官公署に必要

な書類を閲覧させ、若しくはその内容を記

録させることを求めることができる。 

  

（明渡し時の検査） 

第29条 入居者は、定住促進住宅を明け渡そ

うとするときは、その10日前までに市長に

譲渡してはならない。 

２ 住宅使用者は、定住促進住宅を使用する

権利を他の者に譲渡してはならない。 

第25条 一般入居者等は、定住促進住宅を住

宅以外の用途に使用してはならない。 

第26条 一般入居者等は、定住促進住宅の模

様替え又は増築をしてはならない。ただし、

原状回復又は撤去が容易である場合におい

て、市長の許可を受けたときは、この限り

でない。 

２ 市長は、前項ただし書の許可を行うとき

は、一般入居者等が当該定住促進住宅を明

け渡す際、自己の費用で原状回復又は撤去

を行うことを条件とするものとする。 

３ 第１項ただし書の許可を受けずに定住促

進住宅の模様替え又は増築をした一般入居

者等は、自己の費用で原状回復又は撤去を

行わなければならない。 

 （長期不在の届出） 

第27条 一般入居者は、本人及び同居者の全

員が定住促進住宅を引き続き15日以上不在

にするときは、あらかじめ市長にその旨を

届け出なければならない。 

 （収入状況の報告の請求等） 

第28条 市長は、第４条第１項第１号ウの規

定による収入要件の確認、第17条第３項の

規定による家賃の減免若しくは徴収の猶

予、第21条第３項の規定による共益費の減

免若しくは徴収の猶予、第34条第４項の規

定による駐車場の使用料の減免若しくは徴

収の猶予に関し、一般入居者の収入の状況

について、一般入居者若しくはその雇主、

その取引先その他関係人に報告を求め、又

は官公署に必要な書類を閲覧させ、若しく

はその内容を記録させることを求めること

ができる。 

 （明渡し時の検査） 

第29条 一般入居者等は、定住促進住宅を明

け渡そうとするときは、その10日前までに



 

   

届け出て、市長の指定する者の検査を受け

なければならない。 

２ 第26条第１項ただし書の許可を受けて定

住促進住宅の模様替え又は増築をした入居

者は、前項の検査が行われる時までに、自

己の費用で原状回復又は撤去を行わなけれ

ばならない。 

 （明渡しの請求） 

第30条 市長は、入居者が次のいずれかに該

当するときは、当該入居者に対し、定住促

進住宅の明渡しを請求することができる。 

  

(1) 不正の行為によって入居したとき。 

  

(2)～(4)(略) 

 

 

 

 (5) 暴力団員又は暴力団密接関係者である

ことが判明したとき（同居者が該当する

場合を含む。）。 

 

 (6)(略) 

(7)(略) 

２ 前項の規定により定住促進住宅の明渡し

の請求を受けた入居者は、市長が指定する

日（同項第６号に該当するときは、明渡し

を請求する日の翌日から起算して６箇月を

経過した日以後の日）までに当該定住促進

住宅を明け渡さなければならない。ただし、

本人又は同居者に病気等特別の事情がある

と市長が認めるときは、その期日を延長す

ることができる。 

 

３(略) 

 （駐車場の使用者） 

第31条 駐車場を使用することができる者

は、定住促進住宅の入居者又は同居者であ

って、自ら使用する自動車の駐車する場所

市長に届け出て、市長の指定する者の検査

を受けなければならない。 

２ 第26条第１項ただし書の許可を受けて定

住促進住宅の模様替え又は増築をした一般

入居者等は、前項の検査が行われる時まで

に、自己の費用で原状回復又は撤去を行わ

なければならない。 

 （明渡しの請求） 

第30条 市長は、一般入居者等が次のいずれ

かに該当するときは、当該一般入居者等に

対し、定住促進住宅の明渡しを請求するこ

とができる。 

 (1) 不正の行為によって入居等をしたと

き。 

 (2)～(4)(略) 

(5) 第12条第３項の規定により通知された

定期契約の期間の満了の日までに退去し

ないとき。 

(6) 暴力団員又は暴力団密接関係者である

ことが判明したとき（一般入居者の同居

者又は社宅入居者が該当する場合を含

む。）。 

 (7)(略) 

(8)(略) 

２ 前項の規定により定住促進住宅の明渡し

の請求を受けた一般入居者等は、市長が指

定する日（同項第７号に該当するときは、

明渡しを請求する日の翌日から起算して６

箇月を経過した日以後の日）までに当該定

住促進住宅を明け渡さなければならない。

ただし、一般入居者については、本人又は

その同居者に病気等特別の事情があると市

長が認めるときは、その期日を延長するこ

とができる。 

３(略) 

 （駐車場の使用者） 

第31条 駐車場を使用することができる者

は、定住促進住宅の一般入居者、その同居

者又は社宅入居者であって、自ら使用する



 

   

を必要としているものとする。 

 

 （駐車場使用許可の申込み及び許可決定等）

第32条 前条に規定する者が駐車場の使用を

しようとするときは、その使用の申込みを

し、市長の許可を受けなければならない。 

 

２ 市長は、前項の申込みをした者を駐車場

の使用者として決定し、その旨を当該使用

者として決定した者（以下「使用決定者」

という。）に通知するものとする。この場合

において、市長は、必要な条件を付すこと

ができる。 

３ 第１項の申込みにより使用できる駐車場

の区画の数は、１住戸につき１区画を原則

とする。 

 （駐車場の使用手続） 

第33条 使用決定者は、市長が別に定める期

日までに規則で定める所定の書類を提出し

なければならない。 

２ 使用決定者が前項の市長が別に定める期

日までに同項の規定による手続をしないこ

とについてやむを得ない事情があると認め

るときは、市長は、同項の期日を延長する

ことができる。 

３ 市長は、使用決定者が前２項に規定する

期日までに第１項の規定による手続をしな

いときは、駐車場の使用の決定を取り消す

ことができる。 

４ 市長は、駐車場の使用決定者が第１項又

は第２項の規定による手続をしたときは、

当該使用決定者に対して駐車場の使用を開

始することができる日を通知しなければな

らない。 

 （駐車場の使用料） 

第34条 駐車場の使用料は、１区画につき

2,000円とし、家賃とともに納付するものと

する。 

２ 月の中途において駐車場の使用許可があ

自動車の駐車する場所を必要としているも

のとする。 

 （駐車場使用許可の申込み及び許可決定等） 

第32条 一般入居者等は、前条に規定する者

が駐車場の使用をしようとするときは、そ

の使用の申込みをし、市長の許可を受けな

ければならない。 

２ 市長は、前項の申込みをした者を駐車場

の使用者として決定し、その旨を当該使用

者として決定した者（以下「駐車場使用決

定者」という。）に通知するものとする。こ

の場合において、市長は、必要な条件を付

すことができる。 

３ 第１項の申込みにより使用できる駐車場

の区画の数は、１住戸につき２区画を原則

とする。 

 （駐車場の使用手続） 

第33条 駐車場使用決定者は、市長が別に定

める期日までに規則で定める所定の書類を

提出しなければならない。 

２ 駐車場使用決定者が前項の市長が別に定

める期日までに同項の規定による手続をし

ないことについてやむを得ない事情がある

と認めるときは、市長は、同項の期日を延

長することができる。 

３ 市長は、駐車場使用決定者が前２項に規

定する期日までに第１項の規定による手続

をしないときは、駐車場の使用の決定を取

り消すことができる。 

４ 市長は、駐車場使用決定者が第１項又は

第２項の規定による手続をしたときは、当

該駐車場使用決定者に対して駐車場の使用

を開始することができる日を通知しなけれ

ばならない。 

 （駐車場の使用料） 

第34条 駐車場の使用料の月額は、１区画に

つき2,000円とし、家賃とともに納付するも

のとする。 

２ 一般入居者について、月の中途において



 

   

ったとき、又はその使用を終了したときは、

当月分の使用料は日割りによって算出す

る。 

３(略) 

４ 市長は、必要があると認めるときは、使

用料を減額し、若しくは免除し、又は徴収

の猶予をすることができる。 

 

 （駐車場使用許可の取消し） 

第35条 市長は、使用者が次のいずれかに該

当するときは、駐車場の使用許可を取り消

すことができる。 

 

 

 (1)～(4)(略) 

２ 前項の規定による使用許可の取消しにつ

いては、第30条第２項及び第３項の規定を

準用する。この場合において、これらの規

定中「定住促進住宅」とあるのは「駐車場」

と、同条第２項中「入居者」とあるのは「使

用者」と、同条第３項中「家賃」とあるの

は「駐車場の使用料」と読み替えるものと

する。 

（準用） 

第36条 駐車場の使用については、第31条か

ら前条までに定めるもののほか、第14条、

第15条、第17条第３項及び第23条から第26

条までの規定並びに第29条の規定を準用す

る。この場合において、これらの規定中「入

居者」とあるのは「使用者」と、第14条中

「第８条第２項に規定する入居可能日」と

あるのは「第33条第４項に規定する駐車場

の使用を開始することができる日」と、第

14条、第23条から第26条まで及び第29条中

「定住促進住宅」とあるのは「駐車場」と、

第14条、第15条及び第17条第３項中「家賃」

とあるのは「駐車場の使用料」と、第14条

中「に入居」とあるのは「を使用」と、「を

立ち退いた」とあるのは「の使用を終了し

駐車場の使用許可があったとき、又はその

使用を終了したときは、当月分の駐車場の

使用料は日割りによって算出する。 

３(略) 

４ 市長は、一般入居者について必要がある

と認めるときは、駐車場の使用料を減額し、

若しくは免除し、又は徴収の猶予をするこ

とができる。 

 （駐車場使用許可の取消し） 

第35条 市長は、第33条第４項の規定による

通知を受けた者（以下「駐車場使用者」と

いう。）が次のいずれかに該当するときは、

駐車場の使用許可を取り消すことができ

る。 

 (1)～(4)(略) 

２ 前項の規定による使用許可の取消しにつ

いては、第30条第２項及び第３項の規定を

準用する。この場合において、これらの規

定中「定住促進住宅」とあるのは「駐車場」

と、同条第２項中「一般入居者等」とある

のは「駐車場使用者」と、同条第３項中「家

賃」とあるのは「駐車場の使用料」と読み

替えるものとする。 

（準用） 

第36条 駐車場の使用については、第31条か

ら前条までに定めるもののほか、第14条、

第15条、第17条第３項及び第23条から第26

条までの規定並びに第29条の規定を準用す

る。この場合において、第14条、第15条及

び第17条第３項中「家賃」とあるのは「駐

車場の使用料」と、第14条、第15条、第23

条、第25条、第26条及び第29条中「一般入

居者等」とあるのは「一般入居者等の駐車

場使用者」と、第14条中「第８条第２項」

とあるのは「第33条第４項」と、「入居等可

能日」とあるのは「駐車場の使用を開始す

ることができる日」と、第14条、第23条か

ら第26条まで及び第29条中「定住促進住宅」

とあるのは「駐車場」と、第14条、第17条



 

   

た」と、第24条中「その入居」とあるのは

「その使用」と、第25条中「住宅以外」と

あるのは「駐車場以外」と、第26条及び第

29条中「模様替え又は増築」とあるのは「形

状変更」と読み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

  

（立入検査） 

第38条 市長は、定住促進住宅の管理上必要

があると認めるときは、その指定した者に

定住促進住宅の検査をさせ、又は入居者に

対し適切な指示をさせることができる。 

 

２ 前項の検査において、現に使用している

定住促進住宅に立ち入るときは、あらかじ

め当該定住促進住宅の入居者の承諾を得な

ければならない。 

３(略) 

４ 定住促進住宅の入居者は、正当な理由が

ない限り、第１項の検査を拒み、又は妨げ

てはならない。 

 （意見の聴取） 

第39条 市長は、第８条第２項の許可若しく

は第10条第１項若しくは第11条の承認をし

ようとするとき、又は入居者（同居者を含

む。）について必要があると認めるときは、

暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する

かどうかについて、朝来警察署長の意見を

聴くことができる。 

 

（管理の委託） 

第40条 市長は、定住促進住宅及び共同施設

の管理に関する業務のうち、次に掲げるも

のを委託することができる。 

(1) 定住促進住宅の入退去に係る契約に関 

第３項及び第24条中「一般入居者」とある

のは「一般入居者の駐車場使用者」と、第

14条及び第24条中「住宅使用者」とあるの

は「住宅使用者の駐車場使用者」と、第14

条中「に入居」とあるのは「を使用」と、

「を立ち退いた」とあるのは「の使用を終

了した」と、第24条中「その入居」とある

のは「その使用」と、第25条中「住宅以外」

とあるのは「駐車場以外」と、第26条及び

第29条中「模様替え又は増築」とあるのは

「形状変更」と読み替えるものとする。 

 （立入検査） 

第38条 市長は、定住促進住宅の管理上必要

があると認めるときは、その指定した者に

定住促進住宅の検査をさせ、又は一般入居

者等に対し適切な指示をさせることができ

る。 

２ 前項の検査において、現に使用している

定住促進住宅に立ち入るときは、あらかじ

め当該定住促進住宅の一般入居者等の承諾

を得なければならない。 

３(略) 

４ 定住促進住宅の一般入居者等は、正当な

理由がない限り、第１項の検査を拒み、又

は妨げてはならない。 

 （意見の聴取） 

第39条 市長は、第８条第２項の許可若しく

は第10条第１項若しくは第11条の承認をし

ようとするとき、又は一般入居者等（一般

入居者の同居者及び社宅入居者を含む。）に

ついて必要があると認めるときは、暴力団

員又は暴力団密接関係者に該当するかどう

かについて、朝来警察署長の意見を聴くこ

とができる。 

（管理の委託） 

第40条 市長は、定住促進住宅及び共同施設

の管理に関する業務のうち、次に掲げるも

のを委託することができる。 

(1) 定住促進住宅の入退去に係る定期契約 



 

   

すること。 

(2)～(5)（略） 

 （秘密保持義務） 

第41条 前条の規定により管理の委託を受け

た事業者は、管理委託契約の履行に関し知

り得た秘密を漏らしてはならない。 

第43条 市長は、入居者が詐欺その他の不正

の行為により家賃又は駐車場使用料の全部

又は一部の徴収を免れたときは、その徴収

を逃れた金額の５倍に相当する金額（当該

５倍に相当する金額が５万円を超えないと

きは、５万円とする。）以下の過料に処する。

 

 

別表（第13条関係） 

区分 家賃 摘要 

指定住戸以外

の住戸 

月額45,000円 和田山宿舎の住

戸に改良を加えな

い状態の住戸に入

居する場合は、

3,800円を減額す

る。 

指定住戸 月額20,000円  

 

 

 

に関すること。 

(2)～(5)（略） 

 （秘密保持義務） 

第41条 前条の規定により管理の委託を受け

た者は、管理委託契約の履行に関し知り得

た秘密を漏らしてはならない。 

第43条 市長は、一般入居者等が詐欺その他

の不正の行為により家賃又は駐車場の使用

料の全部又は一部の徴収を免れたときは、

その徴収を逃れた金額の５倍に相当する金

額（当該５倍に相当する金額が５万円を超

えないときは、５万円とする。）以下の過料

に処する。 

 

別表（第13条関係） 

区分 家賃 摘要 

社宅として使

用する住戸及

び指定住戸以

外の住戸 

月額45,000円 和田山宿舎の住

戸に改良を加えな

い状態の住戸に入

居する場合は、

3,800円を減額す

る。 

社宅として使

用する住戸 

（４階及び５

階に限る。） 

月額38,000円 

指定住戸 月額20,000円  
 

 


